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は じ め に

我が国は、国民皆保険の下、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を実現してきまし

たが、急速な少子高齢化の進展、経済の低成長など社会経済情勢が変化する中、医療費の

増大等により医療保険財政は厳しい状況が続いております。医療保険制度を持続可能なも

のとし、将来にわたり国民皆保険を堅持していくためには、医療費が過度に増大しないよ

う医療費適正化の推進を図る必要があります。

こうした中、平成18年の医療制度改革において、国民に質の高い医療を提供しながら、

医療提供体制の効率化を図り、医療費適正化を進めることとされ、医療費が全国平均より

高い本県におきましても、これまでの医療費適正化の取組に加え、今後は、特に、生活習

慣病予防や効率的な医療提供体制の確立に努める中で、中長期的に医療費適正化を図って

いくことが求められています。

このため、県では、医療費適正化を計画的に推進するため 「山口県医療費適正化計画、

検討会 の委員の皆様をはじめ 広く県民の皆様の御意見等をいただきながら 新たに 山」 、 、 「

口県医療費適正化計画」を策定いたしました。

本計画では 「住民の健康の保持の推進」と「医療の効率的な提供の推進」を主たる柱、

とし、保健医療計画など関連する計画等とも整合を図りつつ、医療費適正化に関連する取

組を総合的・一体的に推進することとしております。

今後、この計画に基づき、市町、関係団体等とも連携しながら、誰もが安心して医療サ

ービスが受けられるよう、各種施策の推進に全力で取り組んでまいりますので、県民の皆

様のより一層の御理解と御協力をお願い申し上げます。

平成２０年４月

二井 関成山口県知事
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第１章 計画の基本的事項

第１節 計画策定の趣旨

我が国は、国民皆保険の下、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度を実

現し、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきました。

しかしながら、急速な少子高齢化、経済の低成長、国民生活や意識の変化等医療を取

り巻く様々な環境が変化してきており、国民皆保険を堅持し続けていくためには、国民

の生活の質の維持及び向上を確保しつつ、今後、医療に要する費用（以下「医療費」と

いう ）が過度に増大しないようにしていく必要があります。。

こうした中、平成18年の医療制度改革において、国民の生活の質を確保・向上する形

で医療そのものを効率化することにより、結果として、医療費の伸びを徐々に適正化す

るという中長期的な取組が導入され、これを計画的に推進するため、国は 「医療費適、

正化に関する施策についての基本的な方針 （以下「医療費適正化基本方針」という ）」 。

や 全国医療費適正化計画 を策定し 都道府県は 医療費適正化基本方針に即し 住「 」 、 、 、「

民の健康の保持の推進」及び「医療の効率的な提供の推進」に関する目標を定め、これ

を具体的な施策により展開していくため、５年ごとに、５年を一期として「都道府県医

療費適正化計画」を策定することとされました。

特に、本県は、県民１人当たりの医療費が全国と比べて高い状況にあり、医療費適正

化の推進は重要な課題です。

こうした状況を踏まえ、本県の実情に応じた医療費適正化方策を推進するため、新た

「 」（ 「 」 。） 、「 」に 山口県医療費適正化計画 以下 計画 という を策定し 住民の健康の保持

と「医療の効率的な提供」を計画的に進めることにより、中長期的な医療費適正化を図

っていきます。

第１章 計画の基本的事項
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第１章 計画の基本的事項

第２節 計画の基本的方向

１ 基本理念

(1)県民の生活の質の維持及び向上を図るものであること

医療費適正化のための具体的な取組は、県民の生活の質を確保・向上しつつ、良

質な医療の効率的な提供を目指すものとします。

(2)超高齢社会の到来に対応するものであること

高齢化が進展する中、医療費適正化のための具体的な取組は、県民の医療費の負

担が過大なものとならずに、誰もが安心して医療サービスを受けられるよう、結果

として医療費の伸びを中長期にわたって徐々に下げていくものとします。

２ 計画に定める事項

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「法」という ）第。

９条第２項の規定により、計画には次に掲げる事項を定めます。

① 住民の健康の保持の推進に関し、県において達成すべき目標

② 医療の効率的な提供の推進に関し、県において達成すべき目標

③ ①及び②に掲げる目標を達成するために県が取り組むべき施策

④ ①及び②に掲げる目標を達成するための保険者、医療機関その他の関係者の

連携及び協力

⑤ 県における医療費の調査及び分析

⑥ 計画期間における医療費の見通し

⑦ 計画の達成状況の評価

⑧ ①～⑦に掲げるもののほか、医療費適正化の推進のために県が必要と認める

事項

第３節 計画の位置付け

この計画は、法第９条の規定に基づく「都道府県医療費適正化計画」として策定しま

す。
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第１章 計画の基本的事項

第４節 計画の期間

この計画の期間は、平成20年度から平成24年度までの５年間とします。

第５節 他の計画との関係

この計画は 「住民の健康の保持の推進」と「医療の効率的な提供の推進」を主たる、

柱とし 「健康やまぐち２１計画 「山口県保健医療計画 「山口県地域ケア体制整備、 」、 」、

構想」及び「やまぐち高齢者プラン」と密接に関連していることから、医療費適正化に

関連する取組を総合的・一体的に推進するため、以下のとおり、整合を図っています。

１ 「健康やまぐち２１計画」との整合

この計画における住民の健康の保持の推進に関する取組の内容と 「健康やまぐち、

２１計画」における生活習慣病対策に関する取組の内容とが整合し、両者が相まって

高い予防効果を発揮するようにします。

２ 「山口県保健医療計画」との整合

この計画における医療の効率的な提供の推進に関する取組の内容と 「山口県保健、

医療計画」における良質かつ効率的な医療提供体制の構築に関する取組の内容とが整

合し、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制が実現されるようにします。

３ 「山口県地域ケア体制整備構想」及び「やまぐち高齢者プラン」との整合

この計画における療養病床 の再編成に関する取組の内容と 「山口県地域ケア体制※ 、

整備構想」における療養病床の転換後の受け皿に関する事項及び「やまぐち高齢者プ

ラン」における介護保険施設等の整備等に関する取組の内容とが整合し、療養病床か

ら介護保険施設等への円滑な転換が図られるようにします。

※ 「療養病床」とは、主に長期療養が必要な患者が入院する病床。医療保険が適用される医療療養病床と介護保険

が適用される介護療養病床があるが、介護療養病床は平成23年度末をもって廃止される。
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第１章 計画の基本的事項

【図表１】各計画等との関係

新 「住民の健康の保持の推進」と「医療の効率的な提供

の推進」を柱として、中長期的に医療費適正化を図る山口県医療費適正化計画

ための計画

改 改 新

健康やまぐち２１ 山口県保健医療 山口県地域ケア

計画 計画 体制整備構想

生活習慣病 医療機関の 療養病床の

予防対策 機能分化と連携 再編成の進め方

介護保険サービスの目標量設定とその目標に向けた高齢やまぐち高齢者プラン

者施策
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

１ 医療費の動向

(1)全国の状況

平成17年度の国民医療費 は33.1兆円であり、平成７年度と比べて6.1兆円、22.9※

％の増加となっています。

、 、 、高齢化の進展に伴い 老人医療費も増加し 平成17年度の数値で11.6兆円であり

平成７年度と比べて2.7兆円、30.6％の増加となっています。

、 、 、また 国民医療費の国民所得に対する割合は 平成17年度の数値で9.0％であり

介護保険制度が導入された平成12年度を除き、年々増加しています。

【図表２－１】国民医療費等の推移

出典： 国民医療費 ・ 老人医療事業年報 （平成17年度）「 」「 」

注：国民所得は、平成７年度以前は、内閣府「国民経済計算年報 （平成17年版 、平成８年度以降は、内閣府」 ）

「国民経済計算年報 （平成19年版）による。」

※ 「国民医療費」とは、医療機関等における傷病の治療に要する費用を推計したもので、診療費、調剤費、入院時

、 、 。 、 、食事療養費 訪問看護療養費のほか 健康保険等で支給される移送費などを含む ただし 健康診断や予防接種

正常妊娠・分娩などの費用は含まない。
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

(2)本県の状況

ア 県の医療費 の状況※１

平成17年度の県の医療費は4,615億円となっています。

１人当たり医療費は309千円で全国順位は高い方から７位、そのうち入院医療

費は126千円で全国７位、入院外医療費は110千円で全国11位となっています。

、 、 、県の医療費のうち 老人医療費 は1,946億円で 県の医療費の42.2％を占め※２

その占める割合は全国４位となっており、老人医療費の状況が、県の医療費に大

きく影響しています。

平成17年に約149万人だった本県の人口は、平成37年には約125万人にまで減少

すると推計される中、平成17年には約18万人だった75歳以上の人口は、平成37年

には約28万人に増加すると推計されており、県の医療費に占める老人医療費の割

合は、今後、急速に増加すると予想されます。

【図表２－２】県の医療費の推移

出典： 国民医療費 ・ 老人医療事業年報 （平成8,11,14,17年度）「 」「 」

※１ 「県の医療費」とは、国民医療費のうち、住所地が本県内の患者分について推計したもの。３年ごとに公表さ

れる。

※２ 「老人医療費」とは、老人保健法に基づき、老人医療受給対象者の医療に要する費用。平成14年10月以降、70

歳から毎年１歳ずつ引き上げられ、平成19年10月からは75歳以上の者が対象 （老人保健法は 「高齢者の医療。 、

の確保に関する法律」に改正され、平成20年４月から、75歳以上の後期高齢者を対象とした後期高齢者医療制

度が創設された ）。
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

【図表２－３】１人当たり医療費

出典： 国民医療費 （平成17年度）「 」

【図表２－４】１人当たり医療費（入院、入院外）

出典： 国民医療費 （平成17年度）「 」
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

【図表２－５】県の医療費に占める老人医療費の割合

出典： 国民医療費 （平成17年度 「老人医療事業年報 （平成16年度）「 」 ）、 」

【図表２－６】本県の総人口、高齢者人口の年度推移

出典： 国勢調査 （平成12,17年 、「 」 ）

「都道府県別の将来推計人口 （平成19年）」
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

イ 老人医療費の状況

本県の老人医療費は1,946億円となっています。

１人当たり老人医療費は、869千円で全国14位、そのうち入院医療費は473千円

で全国11位、入院外医療費は367千円で全国18位となっています。

また、１人当たり老人医療費の診療種別内訳を見ると、１人当たり老人医療費

が高い要因として、入院医療費の高さが挙げられます。

【図表２－７】１人当たり老人医療費の診療種別内訳（全国平均との差）

出典： 老人医療事業年報 （平成17年度）「 」
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

２ 生活習慣病の状況

(1)医療費の状況

、 （ ） （ ）本県では 生活習慣病関連の12疾病及びがん 悪性新生物 の医療費 70歳以上

は、総額の47.2 を占めています。%
12疾病では、高血圧性疾患、脳梗塞、糖尿病の順で高くなっています。

注 12疾病：①糖尿病、②その他の内分泌、栄養及び代謝疾患、③高血圧性疾患、④虚血性心疾患、

⑤その他の心疾患、⑥くも膜下出血、⑦脳内出血、⑧脳梗塞、⑨その他の脳血管疾患、

⑩動脈硬化（症 、⑪その他の肝疾患、⑫腎不全）

【図表２－８】生活習慣病による医療費の状況

出典： 国民健康保険疾病分類統計 （平成18年５月診療分）「 」
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

(2)受療率 の状況※

（ （ ））生活習慣病に分類される主な傷病の人口１０万人当たり受療率 入院 70歳以上

は、2,611人で全国３位、入院外は3,742人で全国25位となっています。

また 人口当たり受療率 入院 が高い都道府県では １人当たり老人医療費 入、 （ ） 、 （

院）が高いという正の相関が見られます。

【図表２－９】人口１０万人当たり受療率（入院（70歳以上 ））

出典： 患者調査 （平成17年）「 」

【図表２－10】人口１０万人当たり受療率（入院外（70歳以上 ））

出典： 患者調査 （平成17年）「 」

※ 「受療率」とは、推計患者数を人口で除してあらわした数。人口10万人対であらわす。

受療率＝(推計患者数／推計人口）×100,000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

全

国

北

海

道

青

森

県

岩

手

県

宮

城

県

秋

田

県

山

形

県

福

島

県

茨

城

県

栃

木

県

群

馬

県

埼

玉

県

千

葉

県

東

京

都

神

奈

川

県

新

潟

県

富

山

県

石

川

県

福

井

県

山

梨

県

長

野

県

岐

阜

県

静

岡

県

愛

知

県

三

重

県

滋

賀

県

京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

奈

良

県

和

歌

山

県

鳥

取

県

島

根

県

岡

山

県

広

島

県

山

口

県

徳

島

県

香

川

県

愛

媛

県

高

知

県

福

岡

県

佐

賀

県

長

崎

県

熊

本

県

大

分

県

宮

崎

県

鹿

児

島

県

沖

縄

県

受
療
率

（
人

）

悪性新生物 糖尿病 高血圧性疾患 心疾患（高血圧性のものを除く） 脳血管疾患 全国平均

全国平均　3,714

２５位　3,742

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

全

国

北

海

道

青

森

県

岩

手

県

宮

城

県

秋

田

県

山

形

県

福

島

県

茨

城

県

栃

木

県

群

馬

県

埼

玉

県

千

葉

県

東

京

都

神

奈

川

県

新

潟

県

富

山

県

石

川

県

福

井

県

山

梨

県

長

野

県

岐

阜

県

静

岡

県

愛

知

県

三

重

県

滋

賀

県

京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

奈

良

県

和

歌

山

県

鳥

取

県

島

根

県

岡

山

県

広

島

県

山

口

県

徳

島

県

香

川

県

愛

媛

県

高

知

県

福

岡

県

佐

賀

県

長

崎

県

熊

本

県

大

分

県

宮

崎

県

鹿

児

島

県

沖

縄

県

受
療
率

（
人

）

悪性新生物 糖尿病 高血圧性疾患 心疾患（高血圧性のものを除く） 脳血管疾患 全国平均

全国平均　1,806

３位　2,611



- -12

第２章 医療費をめぐる現状と課題

【図表２－11】人口１０万人当たり受療率（入院）と１人当たり老人医療費（入院）の

相関関係

出典： 患者調査 （平成17年 「老人医療事業年報 （平成17年度）「 」 ）、 」

(3)生活習慣病の予防の状況

平成18年に健診（健康診断や健康診査 、人間ドックを受けた人の割合は、男女）

計で62.9％となっています そのうち 40歳から74歳までの受診割合は 67.4％ 男。 、 、 （

69.0％、女66.1％）です。

また、平成17年に老人保健法に基づき、各市町が実施した基本健康診査 の受診※

率は、42.2％となっています。

【図表２－12】健診・人間ドックを受けた人の割合

出典： 県民健康栄養調査 （平成18年追加調査 「国民健康栄養調査 （平成18年）「 」 ）、 」

※ 「基本健康診査」とは、平成19年度まで、老人保健法に基づき、市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者

を対象に、当該市町村が実施していた健康診査。

北海道

青森
岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城
栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野 岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取 島根

岡山 広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知
福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

250

300

350

400

450

500

550

600

1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000 2,200 2,400 2,600 2,800 3,000

生活習慣病（悪性新生物、糖尿病、高血圧性疾患、心疾患（高血圧性のものを除く）、脳血管疾患）の人口１０万人当たり受療率（入院）

１
人
当
た
り
老
人
医
療
費

（
入
院

）
（
千
円

）

相関係数＝０．８８８

6 2 .9 6 6 .7 5 9 .8

3 7 .1 3 3 .3 4 0 .2

0 %

2 0 %

4 0 %

6 0 %

8 0 %

1 0 0 %

全 体 男 女

割
合

あ る な い



- -13

第２章 医療費をめぐる現状と課題

３ 医療施設の状況

(1)全病床の状況

全国平均の人口１０万人当たり病床数(病院)は1,273.1床となっています。

。本県の人口１０万人当たり病床数(病院)は1,887.1床で全国６位となっています

また、人口当たりの病床数が多い都道府県では、１人当たり老人医療費（入院）

が高いという正の相関が見られます。

【図表２－13】人口１０万人当たり病床数（全病床、病院）

出典： 医療施設調査 （平成18年）「 」

【図表２－14】人口１０万人対病床数と１人当たり老人医療費（入院）の相関関係

出典： 医療施設調査 ・ 介護サービス施設・事業所調査 （平成16年 、「 」「 」 ）

「老人医療事業年報 （平成16年度）」

注：病床数は、病院の病床数と一般診療所の病床数の合計から、介護療養型医療施設の病床数を減じたもので

ある。
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

(2)療養病床の状況

ア 全国の状況

平成18年10月の全国の療養病床（回復期リハビリテーション病棟 である療養※

病床を除く。以下同じ ）の数は約34.6万床で、そのうち医療療養病床が約22.8。

万床、介護療養病床が約11.8万床となっています。

慢性期入院医療実態調査（中医協 平成17年）によると、医療療養病床と介護

療養病床で提供されているサービス内容には大差がなく、療養病床の患者の約半

分が医師による指示の変更がほとんど必要ない者であり、療養病床には医療の必

要性が必ずしも高くない者も利用していると考えられる、とされています。

【図表２－15】医師による直接医療提供頻度

出典： 慢性期入院医療実態調査 （中医協 平成17年11月11日）「 」

※ 「回復期リハビリテーション病棟」とは、脳血管疾患等の患者に対し、日常生活能力向上による寝たきり防止

と家庭復帰を目的に集中的なリハビリテーションを行うための病棟。
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

イ 本県の状況

（ア）療養病床数

平成18年10月の本県の療養病床数は、医療療養病床が５，９１１床、介護療

養病床が３，６５４床、合計９，５６５床となっています。

人口１０万人当たり療養病床数(病院)は654.8床で全国２位で、全国平均の

約2.4倍となっています。

【図表２－16】人口１０万人当たり病床種別病床数（病院）

出典： 医療施設調査 （平成18年）「 」

（イ）医療区分 の状況※

療養病床アンケート調査によると、医療療養病床の医療区分の構成比は、医

療区分１が36.0％、医療区分２が43.5％、医療区分３が20.5％、また、介護療

養病床の医療区分の構成比は、医療区分１が79.4％、医療区分２が18.1％、医

療区分３が2.5％となっています。

【図表２－17】医療区分の構成比の状況

出典： 療養病床アンケート調査 （県調査 平成19年８月）「 」

※ 「医療区分」とは、診療報酬上、療養病床の入院基本料の算定に使用される区分。入院患者の疾患・状態や医療

の必要性に応じて、区分１～３に分類される。医療区分３の方が医療の必要性が高い。
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

４ 平均在院日数 の状況※

(1)全病床の状況

全国平均の平均在院日数（介護療養病床を除く ）は32.2日となっています。。

（ 。） 、本県の平均在院日数 介護療養病床を除く は42.8日で全国５位となっており

最短の長野県（25.0日）と比べて17.8日長くなっています。

また、平均在院日数が長い都道府県では、１人当たり老人医療費（入院）が高い

という正の相関が見られます。

【図表２－18】平均在院日数（介護療養病床を除く ）。

出典： 病院報告 （平成18年）「 」

【図表２－19】平均在院日数と１人当たり老人医療費（入院）の相関関係

出典： 病院報告 （平成17年 「老人医療事業年報 （平成17年度）「 」 ）、 」

※ 「平均在院日数」とは、入院患者の在院日数の平均値。病院報告では次の計算式を用いる。

平均在院日数＝年間の入院患者の延べ数／（年間の新入院患者数＋年間の退院患者数）÷２
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

(2)療養病床の状況

本県の療養病床の平均在院日数は223.2日で全国４位となっており、全国平均の

約1.3倍となっています。

本県の全病床の平均在院日数が長い要因として、療養病床の平均在院日数の長さ

が挙げられます。

【図表２－20】平均在院日数（療養病床、一般病床）

「 」（ ）出典： 病院報告 平成18年

５ 高齢者の就業率の状況

高齢者就業率（65歳以上人口に占める就業者の割合）が高い都道府県では、１人当

たり老人医療費が低いという負の相関が見られます。

【図表２－21】高齢者就業率（65歳以上に占める就業者の割合）と１人当たり老人医療

費の相関関係

出典： 老人医療事業年報 （平成17年度 「国勢調査 （平成17年）「 」 ）、 」
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第２章 医療費をめぐる現状と課題

６ 医療費適正化に向けた取組

本県の１人当たり医療費は全国７位と高い状況にありますが、これは本県の高齢化

率が高く、かつ、１人当たり老人医療費が高いことにより、県の医療費に占める老人

医療費の割合が高いことが影響していると考えられます。

この１人当たり老人医療費が高い要因としては、生活習慣病による受療率（入院）

の高さや療養病床が多いこと等による平均在院日数の長さが考えられます。

以上のような医療費の現状を踏まえると、これまでの医療費適正化の取組に加え、

今後は、特に「生活習慣病の有病者・予備群の減少」と「平均在院日数の短縮」への

取組を強化する必要があると考えられます。
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第３章 目標と医療費の見通し

第１節 目標

１ 住民の健康の保持の推進に関する目標

生活習慣病は、県の医療費を増加させる要因となっていますが、若い時から生活習

慣の改善に努めることで予防や重症化の防止ができることから、医療費を適正化する

ためには、住民の健康の保持の推進を図りつつ、生活習慣病対策に取り組むことが必

要です。

生活習慣病予防としては、発症や重症化する前の段階の生活習慣の改善が重要であ

ることから、今般の医療制度改革では、内臓脂肪を減少させることで個々の諸病態の

改善や発症リスクの低減が図られるというメタボリックシンドローム の概念が登場※１

したことを踏まえ、保険者が、40歳から74歳の加入者を対象に特定健康診査・特定保

健指導を実施することとされました。

本県では、医療費適正化基本方針に定める参酌標準に即しつつ、「健康やまぐち

２１計画」や、県内の主要な保険者が策定する「特定健康診査等実施計画 」の目標※２

値とも整合を図りながら 「特定健康診査 の実施率 「特定保健指導 の実施率」、 」、※３ ※４

及び「メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率」の目標値について、以

下のとおり設定します。

(1)特定健康診査の実施率

目標年度 内 容 目標値

平成24年度 特定健康診査の実施率 ７０％

※１ 「メタボリックシンドローム」とは、内臓脂肪型肥満を共通の要因とした、高血糖、高血圧、脂質異常などを

呈する状態。

※２ 「特定健康診査等実施計画」とは、保険者が、特定健康診査・特定保健指導を計画的に実施するため、５年ご

とに、５年を一期として策定する計画。

「 」 、 、 （ ）※３ 特定健康診査 とは 平成20年度から保険者が実施する 40歳以上74歳以下の加入者 被保険者・被扶養者

に対する生活習慣病予防のための健康診査。

※４ 「特定保健指導」とは、特定健康診査の結果により健康の保持に努める必要がある者に対して行う、生活習慣

改善の取組を支援するための保健指導。

第３章 目標と医療費の見通し
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第３章 目標と医療費の見通し

(2)特定保健指導の実施率

目標年度 内 容 目標値

平成24年度 特定保健指導が必要と判定された対象者の特定保健指導 ４５％

の実施率

(3)メタボリックシンドロームの該当者及び予備群（特定保健指導の実施対象者）

の減少率

目標年度 内 容 目標値

平成24年度 平成20年度と比べた、平成24年度時点でのメタボリック １０％

シンドロームの該当者及び予備群の減少率

【図表３－１】特定健康診査・特定保健指導の実施の効果

保険者による特定健康診査の実施

一定の基準に達する者の抽出

保険者による特定保健指導の実施

生活習慣病のリスク要因の減少

生活習慣病に起因する医療費の減少
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第３章 目標と医療費の見通し

２ 医療の効率的な提供の推進に関する目標

平均在院日数の長さは、県の医療費を増加させる要因となっているため、療養病床

の再編成等医療の効率的な提供の推進による平均在院日数の短縮に取り組むことが重

要です。

このため 「療養病床の病床数」及び「平均在院日数」の目標値について、以下の、

とおり設定します。

(1)療養病床の病床数

、 、療養病床の再編成は 本県の実情を踏まえた療養病床数を確保することを基本に

入院患者の状態に応じ、必要な医療・介護サービスを提供できる受け皿の整備にも

配慮しながら進めます。

このため、目標値については、医療費適正化基本方針に定める参酌標準に即しつ

つ、本県の実情を反映させるため、医療区分比率については、参酌標準（平成18年

10月）より直近の平成19年８月の数値を使用して算定した病床数に、後期高齢者人

口の伸びを加味して設定します。

目標年度 内 容 目標値

平成24年度 療養病床の病床数（回復期リハビリテーション病棟 ４，１５３床

である療養病床を除く ）。

【図表３－２】療養病床の再編成のイメージ

１８年１０月 ２４年度末

９，５６５床
医 高 医療療養病床

４，１５３床者療
医療療養病床 との
５，９１１床 低必 必医

い要 再編成 要療
適切な介護施設等に転換者性 性の

介護療養病床 がの
３，６５４床 混高 老健施設

在い 低 ケアハウス等

医療の必要性
、が高い方には

引き続き必要
な医療が提供
される体制を
確保します

療養病床から
の転換を進め
ることで、利
用者の方が引
き続き同じ施
設で入所を継
続できるよう
にします
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第３章 目標と医療費の見通し

《目標値の算定方法》

〔国の参酌標準〕

平成24年度末時点での療養病床の病床数を①と②により設定する。

① 各都道府県における ａ－ｂ＋ｃ（平成18年10月がベース）

ａ 医療保険適用の療養病床（回復期リハビリテーション病棟である療養病床

を除く。以下「医療療養病床」という ）の現状の数。

ｂ 医療療養病床から介護保険施設等に転換又は削減する見込み数

（医療区分１）＋（医療区分２）×３割

ｃ 介護保険適用の療養病床から医療療養病床へ転換する見込み数

（医療区分３）＋（医療区分２）×７割

② 都道府県は上記の数を基に、計画期間中の後期高齢者人口の伸び率、並びに

救命救急医療の充実、早期リハビリテーションの強化による重症化予防、在宅

医療及び地域ケアの推進に関する方針等を総合的に勘案し、それぞれにおける

実情を加味して設定する。

〈本県の算定方法〉

① ａ、ｂ、ｃの算定

ａ 5,911床

ｂ 5,911床×36.0%＋5,911床×43.5%×3割＝2,899.35床

ｃ 3,654床× 2.5%＋3,654床×18.1%×7割＝ 554.31床

※療養病床数は 「医療施設動態調査（平成18年10月末概数 」及び「病院報告」を基に、 ）

厚生労働省が作成した数。

※医療区分比率は、直近の調査である本県の平成19年８月療養病床アンケート調査結果

に基づく数値。

② 後期高齢者人口の伸び率（H18→24） 16.46％

※後期高齢者人口の伸びを加味する。救命救急医療の充実、早期リハビリテーションの

強化による重症化予防、在宅医療及び地域ケアの推進に関する方針等については、数

値として算定が困難なため評価しない。

※後期高齢者人口の伸び率は 国立社会保障・人口問題研究所 都道府県別将来人口 平、 「 （

成19年５月推計 」を基に厚生労働省が算定した本県の数値。）

（ａ－ｂ＋ｃ）×（後期高齢者人口の伸び率）

(5,911－2,899.35＋554.31)× 1.1646＝ 4,152.92床 ⇒ 4,153床

(ａ) (ｂ) (ｃ) ( ) （小数点第１位切り上げ）後期高齢者人口の伸び率
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第３章 目標と医療費の見通し

(2)平均在院日数

本県の目標値は、医療費適正化基本方針に定める参酌標準に即し、本県の医療費

の対象となる病床に係る平均在院日数（以下「平均在院日数」という （平成18年。）

病院報告）と最短の長野県の平均在院日数との差の３分の１の日数（小数点第１位

までとし、小数点第２位で切り上げ）を減じた日数とします。

目標年度 目標値

平成24年度 ３６．８日

《目標値の算定方法》

〔国の参酌標準〕

本県の平均在院日数－（本県の平均在院日数－長野県の平均在院日数）×１／３目標値 ＝

（ 平 成 18年 病 院 報 告 ）

〈本県の算定方法〉

本県 長野県

42.8日－（42.8日－25.0日）×１／３ ＝ 42.8日－6.0日 ＝ 36.8日

（小数点第１位までとし、小数点第２位で切り上げ）

第２節 目標の実現によって予想される医療費の見通し

目標が実現された場合の県の医療費を、国が示す方法により推計すると、平成20年度

は4,787億円程度で、平成24年度には5,453億円程度になるところが、医療費適正化後で

は、5,213億円程度になると見通され、平成24年度における医療費適正化の効果は、240

億円程度と考えられます。

【図表３－３】医療費の見通し

項 目 平成20年度 平成24年度 効 果

医療費適正化前 5,453億円
4,787億円 240億円

医療費適正化後 5,213億円
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第４章 目標の実現に向けた施策の実施と計画の推進

第１節 目標の実現に向けた施策の実施

１ 住民の健康の保持の推進

保険者が行う特定健康診査・特定保健指導と従来から行われてきた健康づくりの普

、 （ ） 、及啓発との相乗効果によって 県民の健康増進や生活の質 ＱＯＬ の向上を目指し

生活習慣病対策の成果を上げていきます。

(1)保険者による特定健康診査・特定保健指導の促進

特定健康診査・特定保健指導によりメタボリックシンドロームの該当者・予備群

を早期に発見し、日常の生活習慣の改善を促すことで、生活習慣病の予防を図って

いくことが期待されます。

このため、県は、保険者による特定健康診査・特定保健指導の取組が、効率的か

つ効果的に実施されるよう、次のような支援を行います。

ア 保健事業の人材の育成

メタボリックシンドロームの該当者・予備群を減少させるため、特定健康診査

後の特定保健指導を確実に、そして効果的に実施する必要があります。

そのためには、保険者が特定健康診査・特定保健指導の事業を的確に企画・評

価し、また、医師・保健師・管理栄養士等が特定保健指導を的確に実施すること

が求められます。

このため、県では、保険者の着実な保健事業の展開を支援するため、特定健康

診査・特定保健指導に従事する者を対象に、特定健康診査・特定保健指導の事業

の知識や技術の向上を目的とした研修を企画・実施します。

イ 集合的な契約の活用の支援

生活習慣病対策の実効性を高めるためには、多くの加入者が特定健康診査・特

定保健指導を受けられるようにすることが重要です。そのためには、自宅や職場

に近い場所で受診できる体制づくりが必要となります。

県では、複数の保険者と複数の健診・保健指導機関間での集合的な委受託の契

約を締結する枠組みを有効に活用できるよう、必要な情報の収集及び提供を行い

ます。

第４章 目標の実現に向けた施策の実施と計画の推進
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第４章 目標の実現に向けた施策の実施と計画の推進

ウ 保険者協議会 への支援※

「山口県保険者協議会 （以下「保険者協議会」という ）では、医療費の分析」 。

や評価、被保険者の指導等の保健事業の共同実施等を行っています。

保険者協議会は、県にとって、保険者との連絡調整、保険者への協力要請又は

保険者への支援の場として重要なものであることから、県は、その運営にオブザ

ーバーとして参画するとともに、事務局（山口県国民健康保険団体連合会）の活

動にも支援や助言を行います。

エ 保険者における健診結果データ等の活用の推進

特定健康診査・特定保健指導の結果データは、標準的な電子的様式により作成

・保管・送付されることとなっています。

これらのデータは、保険者の保険運営にとって重要な情報であり、保険者機能

を発揮し、特定健康診査・特定保健指導の結果から、加入者の疾病等の特徴を多

角的に分析し、次年度以降の保健事業の実施等に役立てる等の活用が考えられま

す。

県においては、こうした保険者における健診等データの有効な活用や、それを

用いた効果的な保健指導の推進について助言や支援を行います。

※ 「保険者協議会」とは、県内の各保険者が連携・協力して、医療費の分析や生活習慣病の予防や健康づくり等の

保健事業を行うための組織。本県では平成17年10月に設立された。
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第４章 目標の実現に向けた施策の実施と計画の推進

(2)一般的な県民向けの健康増進対策の推進

県民一人ひとりが、生涯現役で生き生きと暮らせる健康長寿の県づくりを進めて

いくため、地域住民を対象とした地域保健、労働者を対象とした職域保健、さらに

は保険者や関係団体といった多様な関係者の参加と連携による県民運動を推進し、

県民一人ひとりが自らの課題として健全な生活習慣を追求し、実践していこうとす

る気運づくりを進めます。

また、市町は、住民に最も身近な地方公共団体であり、生活習慣病対策を推進し

ていくため、様々な方法による健康づくりの普及啓発に取り組むことから、市町が

行う健康増進事業を支援します。

ア 健康情報の共有

地域保健、職域保健、関係団体等の各関係者が有している健康づくりに関する

様々な情報やリーフレット等の普及啓発用のツールの共有化により、県民の主体

的な健康づくりを支援します。

また、県民の主体的な健康づくりを支援していくためには、県民一人ひとりに

よる選択を基本とした情報提供が必要です。このため、県民の主体的な健康づく

りを支援することを目的としたホームページ「健康やまぐちサポートステーショ

ン 」などの内容充実を図っていくとともに、各関係者のホームページとリンク※

させる等により、健康情報の内容充実と利便性の向上を図ります。

イ 健康教育、健康相談の機会の共有

各関係者が実施している健康づくりイベントや講習会、健康相談等の保健事業

については、これまで以上に各関係者が相互に連携を図ることにより、より多く

の県民が保健サービスを受けることのできる機会の確保に努めます。

※ 「健康やまぐちサポートステーション」とは、県民一人ひとりの主体的な健康づくりを支援するため、健康づく

りに関する様々な分野の情報を掲載した県のホームページ（ . . . . .「健康づくhttp://www kenko pref yamaguchi lg jp/）。

り関連施設情報 「健康づくりイベント情報」などの健康づくりに関する様々な分野の情報の発信を行っている。」、
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第４章 目標の実現に向けた施策の実施と計画の推進

ウ 健康づくり県民運動の展開

健康づくり県民運動を推進するためには、生活習慣を改善し、健康づくりに取

り組もうとする個人を支援する環境の整備、さらには、個人を取り巻くあらゆる

環境を健康に資するものへと改善していく「健康のまちづくり」を推進すること

が必要です。

このため 「健康のまちづくり」に主体的に取り組む事業所、施設、店舗等を、

「やまぐち健康応援団 」として登録し、健康に関する施設や情報が満ちあふれ※

た「健康のまちづくり」を目指した取組を進めていますが、今後は 「やまぐち、

健康応援団」の一層の登録推進、普及定着に取り組みます。

エ 特定健康診査実施率の向上に向けた取組

特定健康診査は、自覚症状のない段階で早期に危険因子や疾病を発見する有力

な予防の手段といえます。

保険者による特定健康診査の受診に関する普及啓発や、未受診者の受診勧奨の

取組に加え、県民自らが身近な人に受診を勧める活動を広めていくことが実施率

を高める上で有効であることから、こうした活動が波及していくよう支援してい

くほか、各関係者の連携によるイベントの機会等を活用した普及啓発や、５月～

６月の健診月間におけるキャンペーンなどの取組を通じて、特定健康診査受診の

気運醸成に努めます。

※ 「やまぐち健康応援団」とは、健康に関する施設や情報が満ちあふれた「健康のまちづくり」を進めるための県

民運動。①食と栄養、②運動・身体活動、③交流・環境整備の３つの分野のいずれかにおいて、主体的な取り組み

を進めている事業所、施設、店舗等を登録・公表している。
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第４章 目標の実現に向けた施策の実施と計画の推進

２ 医療の効率的な提供の推進

県民が、疾患の状態等に応じた適切な医療を受けることができるよう 「療養病床、

の再編成 「医療機関の機能分化・連携 「在宅医療・地域ケアの推進」に取り組み」、 」、

ます。

(1)療養病床の再編成

医療と介護の適切な機能分担を図る観点から、医療の必要性の高い入院患者は、

引き続き医療療養病床において医療サービスが受けられるよう、必要な病床数を確

保するとともに、医療の必要性の低い患者については、その状態に応じて、必要な

医療を確保しつつ、より充実した介護サービスを受けられるよう、介護保険施設等

への転換を促進します。

なお、山口県地域ケア体制整備構想では、この計画の目標値と整合を図り、平成

23年度までに、５，２１７床の転換を目標としています。

【図表４－１】療養病床の再編成のイメージ

出典： 山口県地域ケア体制整備構想」「

医療療養
（回復期リハを除く）
４，１５３床

回復期リハ
（医療療養病床）

４８４床

平成１９年４月 平成２４年４月

医療の必要性の
高い者

医療の必要性の
低い者

医療療養
（回復期リハを除く）

６，０３４床

介護療養
３，５３２床

計　１０，０５０床 計　１０，０５０床

回復期リハ
（医療療養病床）
６８０床

老健施設
ケアハウス等

在宅療養支援拠点
５，２１７床

適切な介護施設等に転換
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ア 円滑な転換の推進

、 、 、入院患者の状態や療養病床の状況等 地域の実情を踏まえながら 圏域ごとに

市町や関係機関と連携・調整し、老人保健施設等への円滑な転換を支援します。

なお、転換先・転換時期については、入院患者のケアや経営環境等に関する医

療機関の自主的な判断を尊重し、転換意向に沿って対応します。

イ 相談体制の整備

入院患者やその家族が不安を抱くことのないよう、また、身近なところで相談

できるよう、医療機関に対し、地域連携室等による積極的な相談対応や市町等と

の連携について助言するとともに、県に相談窓口を設置し、医療機関の地域連携

室や市町・地域包括支援センター、介護支援専門員と連携するなど相談体制の充

実に努めます。

ウ 転換支援措置

医療機関が適切な施設へ転換できるよう国の転換支援措置について情報提供

し、積極的な活用等を促進するとともに、次のような支援を行います。

（ア）情報提供と転換相談

医療機関の適切な判断に資するよう、転換支援措置等の情報を提供し、積極

的な活用を促進します。

また、医療機関からの転換相談の窓口を庁内で一元化し、関係部署や市町等

と連携して対応します。

（イ）転換に要する費用の助成

医療療養病床については 「病床転換助成事業」の活用により、病床転換に、

要する費用の一部を県が助成します。

また、介護療養病床については 「地域介護・福祉空間整備等交付金 （市町、 」

交付金）の活用を促進します。
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(2)医療機関の機能分化・連携

脳卒中、急性心筋梗塞に対する急性期から在宅に至るまでの一連の医療、糖尿病

に対する生涯を通じての長期的な治療、がんに対する種類・病期に応じた継続的な

医療について、一つの医療機関で各疾病の全ての病期をカバーすることは難しいた

め、個々の医療機関が専門性をもち（機能を分化し 、連携することにより、地域）

の医療機関全体として、一人ひとりの患者が必要とする医療を提供することが必要

です。

、 、 、また 地域医療の確保において重要な課題となる救急医療 災害時における医療

へき地の医療、周産期医療及び小児医療（小児救急医療を含む ）についても、地。

域の患者や住民が安心して医療を受けられるよう、医療提供体制の一層の充実が求

められています。

このため、地域の限られた医療資源を有効に活用し、効率的で質の高い医療を実

現するため、脳卒中、急性心筋梗塞等の４疾病及び救急医療、周産期医療等の５事

業について、それぞれに求められる医療機能とそれを満たす医療機関を明確にした

上で、地域の医療関係者の連携の下に、医療機能の分化・連携を図り、地域連携ク

リティカルパス の活用等により、患者の立場に立った、切れ目のない医療を提供※１

する医療連携体制を構築します。

(3)在宅医療、地域ケアの推進

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、社会全体で高齢者の

生活全体を支える体制づくりが求められています。

このため、医療・介護等の関係者が連携・協働し、高齢者一人ひとりの状態に応

じた適切なサービスを提供する、総合的な地域ケア体制の整備を推進します。

ア 医療・介護の連携体制の構築

在宅療養支援診療所をはじめとしたかかりつけ医 や訪問看護ステーション等※２

による在宅医療の充実を図るとともに、地域包括支援センターにおける包括的・

継続的ケアマネジメントの提供を進め、医療と介護の連携体制を構築します。

また、重症であっても、最後まで居宅等で暮らし続けたいと希望する高齢者に

対し、医療と介護サービスが連携して提供される体制づくりを支援します。

※１ 「地域連携クリティカルパス」とは、急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるような診療計画を

作成し、治療を受ける全ての医療機関で共有して用いるもの。診療に当たる複数の医療機関が、役割分担を含め、

あらかじめ診療内容を患者に提示・説明することにより、患者が安心して医療を受けることができるようになる。

※２ 「かかりつけ医」とは、主に地域の診療所において、比較的軽度な病気や慢性的な病気の治療、病院紹介など

を行う医師。
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イ 介護サービス提供体制等の充実

（ア）介護予防の推進

要介護状態になるおそれの高い高齢者や軽度の要介護者に質の高い介護予防

サービスが提供できるよう、地域包括支援センターの機能強化や各種サービス

提供体制の充実を支援します。

また、住民主体による健康づくり・介護予防のグループ活動など、地域の実

情に応じた取組を促進します。

（イ）施設・居住系サービスの充実

療養病床の転換支援措置の活用により、医療機関の自主的な意向に沿って老

人保健施設などへの転換が進むよう支援します。

また、在宅での生活が困難となった高齢者が安心して利用できるよう、特別

養護老人ホームやケアハウスなど、多様な施設・居住系サービス提供基盤を計

画的に整備します。

（ウ）在宅サービスの充実

認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の増加に対応するため、身近な地域にお

、 、いて 地域密着型サービスや在宅サービスの提供基盤の整備を進めるとともに

在宅で療養が継続できるよう、医療機関との連携を強化し、訪問看護や通所リ

ハビリテーション等の医療的なサービスの充実を図ります。

また、認知症高齢者の介護など、心理的な負担や孤立感を感じている家族介

護者に対し、相談・支援体制を強化するとともに、短期入所生活介護の活用等

によるレスパイトケア の充実を図ります。※

（エ）人材の確保

介護ニーズの増加や多様化に的確に対応できるよう、国の福祉人材確保指針

等を踏まえ、各種専門研修の実施による、キャリアアップの仕組の構築など、

人材確保に向けた取組を進めます。

※ 「レスパイトケア」とは、家族等の介護する人を、一時的に介護から開放することによって、日頃の心身の疲れ

を回復し、リフレッシュするための援助。



- -32

第４章 目標の実現に向けた施策の実施と計画の推進

ウ 見守りと住まいの充実

（ア）生活支援や見守り

総合相談・権利擁護など、地域ケアの総合的なマネジメントを担う地域包括

支援センターが中心となって、高齢者を包括的・継続的に支援する、多様な社

会資源のネットワークづくりを進めます。

地域住民の互助機能の強化に向けて 「福祉の輪づくり運動」の展開や地域、

資源を活用した多様な福祉サービスの提供などによる、小地域での要援護者の

見守りや支え合いの体制の構築を支援します。

また、緊急通報システムや配食サービスと連携した見守りなど、地域の実情

に応じた効果的な生活支援が展開できるよう、市町の取組を支援します。

（イ）高齢者向け住まいの確保

民間活力の活用により、良質な高齢者向け賃貸住宅等を確保するため、民間

事業者に対する支援や県民への情報提供を行います。

高齢者の特性に配慮した公営住宅で、生活援助員の配置により生活相談、緊

、 、急時の対応等が得られるシルバーハウジングを 住宅部局と福祉部局が連携し

計画的に整備します。

また、空き家等の地域資源を活用し、シニア（中高年・高齢者）が主体とな

った健康づくり・介護予防のグループ活動が展開できる見守りと住まいの場づ

くりを支援します。
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３ その他の取組

(1)適正な受診の促進等

複数の医療機関での受診（重複受診）や毎日のように受診（頻回受診）すること

は、薬剤の重複投与等につながる場合もあることから、かかりつけ薬局の活用や、

保健師等の訪問指導による重複頻回受診の是正、意識啓発を通じた適正な受診の促

進を図ります。

また、医療機関から請求のあった診療報酬明細書について、受給資格や請求内容

に誤りがないか専門知識を持った職員等が行う点検調査や、交通事故のような第三

者の行為によって生じた医療費の加害者への求償事務の充実に努めます。

(2)生涯現役社会づくりの推進

健康長寿を目指して、中高年からの社会参加をさらに促進し、その活力を地域づ

、 。くりに活かす取組を 壮年期からの健康づくりと一体的に推進することが必要です

このため、団塊の世代をはじめとするシニアが、その豊かな知識や経験等を活か

、 、 、し 地域の中でいきいきと活躍できるよう 産学公の連携による支援体制を活用し

仕事や社会貢献活動、学習・スポーツ活動など様々な分野での社会参加を促進しま

す。

また、その基本となる心身の健康を維持・向上する健康づくりや介護予防を一体

的に推進します。

(3)歯の健康づくりの推進

（ ） 、 、歯周病やう歯 むし歯 などの歯科疾患は 食生活や社会生活等に支障をきたし

ひいては健康全体に影響を及ぼすことになります。

また、近年では、生活習慣病と歯周疾患との関連など、歯・口腔と全身との関係

が注目されるとともに、残存歯数が多いほど生活習慣病に関する医療費が低い傾向

にあるとの調査結果も報告されています。

歯の健康は、健康的な生活を維持・向上する上できわめて重要であるため、ライ

フステージに応じた対策が必要であり、健康長寿を目指した取組を推進していく中

で、生涯を通じた８０２０運動 を推進します。※１

(4)後発医薬品 の普及・促進※２

先発医薬品に比べて、薬価が低くなっている後発医薬品について、患者及び医療

機関が安心して後発医薬品を使用することができるよう、国が策定した「後発医薬

品の安心使用促進アクションプログラム （19年10月）に沿って、後発医薬品の普」

及啓発に努力します。

※１ 「８０２０運動」とは、80歳になっても自分の歯を20本以上保つことを目標とした歯の健康づくり運動。

※２ 「後発医薬品」とは、先発医薬品の特許期間終了後に、先発医薬品と品質・有効性・安全性が同等であるもの

として厚生労働大臣が製造販売の承認を行っている医薬品。一般的に、研究開発費が低く抑えられ、先発医薬品に

比べて薬価が低くなっている。
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第２節 計画の推進

１ 関係者の役割

この計画を進め、住民の健康の保持や医療の効率的な提供の推進が図られるため

には、県民、医療機関、保険者、市町等は、それぞれの役割を認識・理解し、互い

に連携・協力することが必要です。

このため、県は、県民への普及啓発や関係機関への情報提供など理解促進に努め

るほか、関係者の連携・協力が図られるよう、協議会等を通じて総合的な調整を進

めます。

【図表４－２】関係者の役割分担による医療費適正化

県民
・ 生活習慣の改善に向けた努力

医療機関

・ 療養病床の転換

・ 在宅医療の充実による在宅や

福祉施設でのターミナルケアの
推進

保険者 ・ 生活習慣病減少のための特定

健康診査・保健指導の実施

国

県

・ 医療の効率化のための診療報酬

体系の見直し

生活習慣病罹患率減少

平均在院日数短縮

・ 市町への指導

市町

医
療
費
の
適
正
化

・ 生活習慣病対策の普及啓発

・ 介護サービス提供体制の充実

・ 医療費適正化計画、及びこれと整合
する健康やまぐち21計画、保健医療計
画、やまぐち高齢者プランの策定・実施 医療の効率化の促進措置

医療の効率化・ 適正な受診
県民

・ 生活習慣の改善に向けた努力

医療機関

・ 療養病床の転換

・ 在宅医療の充実による在宅や

福祉施設でのターミナルケアの
推進

保険者 ・ 生活習慣病減少のための特定

健康診査・保健指導の実施

国

県

・ 医療の効率化のための診療報酬

体系の見直し

生活習慣病罹患率減少

平均在院日数短縮

・ 市町への指導

市町

医
療
費
の
適
正
化

・ 生活習慣病対策の普及啓発

・ 介護サービス提供体制の充実

・ 医療費適正化計画、及びこれと整合
する健康やまぐち21計画、保健医療計
画、やまぐち高齢者プランの策定・実施 医療の効率化の促進措置

医療の効率化・ 適正な受診
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２ 関係者の連携・協力による計画推進

この計画は、保険者や医療機関などの関係者の理解・協力を得て、相互に連携しな

がら、進めます。

(1)住民の健康の保持の推進

保険者の取組がその中心となりますが、健康づくりは県民一人ひとりの努力と実

践が基本となります。また、県全体で進めていくことが重要であるため 「健康や、

まぐち２１推進協議会」等において、医療機関や市町、その他関係者の連携・協力

を図りながら進めていきます。

(2)医療の効率的な提供の推進

医療機関自らの判断による療養病床の転換や、医療機関の機能分化・連携、在宅

医療・地域ケアの推進について、地域の実情にも配慮しながら 「山口県医療審議、

会」等において医療機関や市町、その他関係者の連携・協力を図りながら進めてい

きます。

(3)計画の推進

「山口県医療費適正化推進協議会」において、計画の進捗状況を把握し、計画の

。 、 「 」推進方策の協議・調整を行います また 県庁内の 山口県医療制度改革推進会議

において、関連計画による取組の連携・調整を図ります。

３ 計画の評価

定期的に計画の達成状況を点検し、その結果に基づいて必要な対策を実施します。

(1)進捗状況等の評価

平成22年度に計画の進捗状況に関する評価（中間評価）を行うとともに、平成25

年度には施策目標の達成状況を中心とした評価を行い、それぞれその結果を公表し

ます。

(2)計画の見直し等

中間評価を踏まえ、必要に応じ、目標値の設定、施策目標を実現に向けた施策等

の内容について見直しを行い、計画を変更します。

平成24年度は、第２期計画の策定作業を行うこととなることから、当該計画の内

容の検討に際しては、中間評価結果を適宜活用します。
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参 考 資 料

○ 山口県医療費適正化計画検討会委員名簿

（平成20年３月31日現在）

区 分 氏 名 所属団体及び役職名

学識 ○福本 陽平 山口大学大学院医学系研究科 教授

経験者

芳原 達也 山口大学大学院医学系研究科 教授

医療 弘山 直滋 社団法人山口県医師会 常任理事

関係者

松下 伸一 社団法人山口県歯科医師会 常務理事

吉田 力久 社団法人山口県薬剤師会 常務理事

水田 英司 社団法人山口県病院協会 常任理事

石橋 清子 社団法人山口県看護協会 第一副会長

医療 宮藤 隆夫 山口県国民健康保険団体連合会 常務理事

保険者

信田 国全 健康保険組合連合会山口連合会 副会長組合

山本 行政 山口社会保険事務局 保険課長

（山口市国民健康保険運営協議会委員）医療 原田 洋子 国民健康保険運営協議会委員

受給者

加藤 栄 社団法人山口県労働者福祉協議会 専務理事

大原 敏之 財団法人山口県社会保険協会 理事

市町 前田 桂志 山口県市長会代表（光市福祉保健部長）

関係者

松林 美子 山口県市町保健師研究協議会 副会長

敬称略 ○：会長

※当検討会は、平成19年８月に設置。

、 、「 」 。計画の策定に伴い 平成20年４月に 山口県医療費適正化推進協議会 に名称変更
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○ 山口県医療費適正化計画策定経緯

平成19年10月18日 山口県医療費適正化計画検討会（第１回）の開催

平成19年11月22日 山口県医療費適正化計画検討会（第２回）の開催

・骨子（案）の検討

平成20年１月４日～ パブリック・コメントの実施

２月４日

平成20年２月14日 山口県医療費適正化計画検討会（第３回）の開催

・計画（案）の検討

平成20年３月３日～ 市町協議

３月14日

平成20年４月 策定・公表
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○ 山口県医療費適正化計画（骨子案）に対するパブリック・コメントの実施結果概要

１ パブリック・コメントの実施

(1)実施期間

平成20年１月４日（金）～平成20年２月４日（月）

(2)公表方法等

、 、 、県のホームページに掲載するとともに 県庁情報公開センター 各地方県民相談室

県庁医務保険課で自由に閲覧できるようにしました。

(3)意見募集方法

郵送、ファクシミリ、電子メールにより意見を募集しました。

２ 提出のあった意見

８１５件の意見提出があり、その内容は次のとおりでした。

内 容 件 数

計画策定の趣旨に関するもの １

他計画との関連に関するもの １

現状の分析に関するもの ３

特定健康診査等に関するもの ２

療養病床の再編成に関するもの ８００

平均在院日数の短縮に関するもの ３

医療費の見通しに関するもの ３

関係者の役割に関するもの ２


